
６．地域貢献情報

　当ＪＡは、渋川市を事業区域として、農業者を中心とした地域住民の方々が組合員となって、相互

扶助（お互いに助け合い、お互いに発展していくこと）を共通の理念として運営される協同組織であ

り、地域農業の活性化に資する地域金融機関です。

　当ＪＡの資金は、その大半が組合員の皆さまなどからお預かりした、大切な財産である「貯金」を

原資としております。また資金を必要とする組合員や地域住民の皆さま方並びに地方公共団体などに

もご利用いただいております。

　当ＪＡは、地域の一員として、農業の発展と健康で豊かな地域社会の実現に向けて、事業活動を展

開しています。

　また、ＪＡの総合事業を通じて各種金融機能・サービス等を提供するだけでなく、地域の協同組合

として、農業や助けあいを通じた社会貢献に努めています。

７．リスク管理の体制

（１）リスク管理の基本方針

　資産の運用に伴う各種のリスクに対しては、組合員や利用者の資産を守るという観点や、ＪＡ経営

の安定化・強化を図るという観点などからも、資産運用の多様化・分散化などを通じて適切に管理の

上、運用資産全体としてのリスクの削減に努める必要があります。

　このため、運用資産に関する収益とリスクを適正に評価し、管理しうるような体制整備を図ります。

　また、ＪＡの信用事業を運営していく中で、事務処理上のミス、あるいは事故や不正等の発生によ

り、組合員や利用者に過大な迷惑をかけ、ＪＡが金銭的な損失をこうむる、あるいは組合員等利用者

からの信頼を損なうといった「リスク」が存在します。

　これらの事故や不正等が発生してしまった場合の早期・適切な対処は当然のこと、このようなリス

クを防止するという観点から、業務の遂行の仕組みを常に点検し、見直していくような体制整備を図

ります。

（２）リスク管理体制の内容

　信用リスクは、金融機関業務のリスクの中で根幹をなし、その内容は、融資業務・有価証券を中心

とした余裕金運用に関するものと、市場金利に関するものなど多種にわたっております。

　当ＪＡの信用リスク管理体制については、リスクの的確な把握と厳正な管理のため、審査体制、債

権管理体制、ＡＬＭ体制を整え、相互牽制機能が働くようそれぞれが独立した活動をしております。

（３）監査体制

　当ＪＡでは、監査室を設置し、事務処理の合理化・効率化及び法令違反等によるＪＡの損害を未然

に防止するという観点から内部統制としての内部監査並びに理事職務執行状況を監査する為の監事監

査を行っています。 

８．法令遵守（コンプライアンス）の体制

（１）基本方針

　ＪＡは、法令等さまざまな適用を受けていますが、社会的責任や公共的使命を果たすため法令・定

款や社会的規範などを遵守することはもとより、たとえ法令等に抵触しない場合であっても、確固た

る倫理観と誠実さに基づいて公正に行動することが必要です。

　そのためには、コンプライアンス態勢を確立し、役職員一人一人が不断の努力を行うとともに自己

責任の原則に基づき法令等を遵守し健全で透明性の高い組織風土を醸成することにより、社会的責任

や公共的使命を果たしていくものとします。

（２）法令遵守の体制

　当ＪＡでは、役職員が遵守すべき倫理憲章・行動規範を制定し、全役職員に配布し階層別会議・部

門別会議において周知徹底を図るとともに法令・社会規範等の遵守状況チェックを行うなど、法令遵



守体制の強化に努めています。

　また、コンプライアンスを経営の最重要課題の一つとして位置づけ、よりコンプライアンスを浸透

させるため、年間の具体的実践計画として「コンプライアンス・プログラム」を策定し、これに基づ

く諸施策を以下のとおり取り組んでいます。

　第１に、遵守すべきルールを明確化するために「コンプライアンスの実践にかかる基本方針および

遵守基準」およびその具体的手引書として「コンプライアンス・マニュアル」を策定し全役職員で実

践しています。

　第２に、コンプライアンスの統括部署および関連部門を定め、それぞれの役割を明確化するととも

に全部署並びに全支所にコンプライアンス担当者を配置しています。

　第３に、役員・上級管理者に対する階層別集合研修、各支所における勉強会を実施し、コンプライ

アンス教育の強化を図っています。

　今後も、これまでに確立したコンプライアンス態勢の一層の強化を図るために、「コンプライアン

ス・マニュアル」等の内容を定期的に見直すとともに、役職員に対するコンプライアンス教育に重点

を置き、法令遵守に向けて全役職員一丸となって取り組んでいきます。

９．金融ＡＤＲ制度への対応

①　苦情処理措置の内容

　当ＪＡでは、苦情処理措置として、業務運営体制・内部規則等を整備のうえ、その内容をホームペ

ージ・チラシ等で公表するとともに、ＪＡバンク相談所やＪＡ共済連とも連携し、迅速かつ適切な対

応に努め、苦情等の解決を図ります。

　当ＪＡの苦情等受付窓口（金融機関の休業日を除く 午前９時～午後５時）

本所金融課 電話 0279‐56‐4151

北橘支所 電話 0279‐52‐2103

横野支所 電話 0279‐56‐2021

しきしま支所 電話 0279‐56‐2301

②　紛争解決措置の内容

　当ＪＡでは、紛争解決措置として、次の外部機関を利用しています。

・信用事業

群馬弁護士会紛争解決センター（電話：027-234-9321）

①の窓口又は群馬県ＪＡバンク相談所（電話：027-220-2030）にお申し出ください。

なお、群馬弁護士会に直接、紛争解決をお申立ていただくことも可能です。

・共済事業

㈳日本共済協会　共済相談所（電話：03-5368-5757）

㈶自賠責保険・共済紛争処理機構（電話：本部 03-5296-5031）

㈶日弁連交通事故相談センター（電話：本部 03-3581-4724）

㈶交通事故紛争処理センター（電話：東京本部 03-3346-1756）

最寄りの連絡先については、上記又は①の窓口にお問い合わせください。

10．自己資本の状況

　当ＪＡでは、多様化するリスクに対応するとともに、組合員や利用者のニーズに応えるため、財務

基盤の強化を経営の重要課題として取り組んでいます。内部留保に努めるとともに、不良債権処理及

び業務の効率化等に取り組んだ結果、平成２８年２月末における自己資本比率は、１９．０６％とな

りました。


